
国保税払えない人への

減免制度の適用を
国保税について、国保世帯の約20％

が滞納となっている実態をふまえ、払

えない人への各種軽減制度の積極的活

用をするよう求めました 「資格証明。

書でも診療は受けられ、診療機会を奪

うことにはならない」との答弁は全く

実態を無視するものです。

社会福祉施設に

指定管理者制度を導入すべきでない
指定管理者制度の導入について、特に社会福祉施設への導入を

すべきでなく、また導入にあたっては、議会への報告と個人情報

保護を義務づけるよう求めました。

歴史教科書採択は憲法、教育基本法に沿って採択を
来年度から使用する教科用図書の選定について、県教育委員会

、 。があらたに選定基準を大幅に見直し 数値化したことは問題です

県民レベルでも中国や韓国との友好・交流事業が進んでいること

をふまえれば、過去の歴史認識を共有していくことが大切となっ

一般質問に立つ神山県議

（６月2９日）

、 「 」ており 過去の戦争を賛美している 新しい歴史教科書をつくる会

の歴史、公民教科書を採択すべきでないと主張。

介護保険「見直し」法で、サービスさらに受けにくく
介護保険制度見直し法が成立し 要支援 要介護１の高齢者が 新、 、 「

予防給付」へ移行され従来の訪問介護サービス給付などからはずさ

れるのは、25,000人程度（７～８割が移行したとすれば）となり、

ホテルコスト代の自己負担については、月最低３万円以上の負担増

になることが明らかとなりました。

(保健福祉部長)「資格証明書でも診療は受けられる」
神山県議が追及「実態見ない答弁」―

公共部門へ市場原理持ち込む

これまで自治体の施設の管理は、

自治体による直営または公共的団体

に限定されていました。

「官から民へ」と、公共部門にも

市場原理を持ちこみ 「住民の福祉を、

増進する目的 （地方自治法第244条1」

項）で自治体が税金でつくった施設

の管理運営を、民間企業にも開放し

ようとするものです。

「県直営で」と

自民党議員さえも

長谷部県議が所属する企画環境委員会では、二本松市にある県男女

共生センターへの指定管理者制度導入のための条例改定案を審査しま

した。このセンターは、男女ともに個人として尊重され、互いにささ

え合い、共に責任を担う社会の実現をめざす施設です。そのために、

情報の発信や、講座・講演会による自立促進、さまざまな団体の交流

反対討論する長谷部県議

（７月6日）

促進を仕事にしています。職員は非常勤嘱託・臨時職員10数人を含め

て30人程度です。

指定管理者制度導入の目的に｢行政経費の節減｣があり、このセンタ

ーの規模であれば人件費削減以外になく、専門職員の養成を位置づけ

る県の方針と矛盾するのではないか、業務の継続性・安定性が確保で

きないではないかと問題点を指摘しました。他会派の議員も、長谷部

県議の発言を受け 「なにがメリットなのか明確でない」と執行部に対、

し疑問を呈しました。そればかりか、委員会終了後、ある自民党議員

は、担当職員に対し 「県直営でやるべきだ」と詰め寄る始末です。、

他会派は討論もなく容認

長谷部県議は議会最終日に、このセンターや特別養護老人ホームな

どの社会福祉施設と、アクアマリンなどの

生涯学習施設には指定管理者制度を導入す

べきでない、と反対討論しましたが、賛成

、 、討論はなく 2人の共産党議員の反対だけで

指定管理者制度導入議案はすべて可決され

ました。

６月定例県議会は、６月２１日から７月６日までの１６日間の会
期で開かれました。一般質問には神山悦子県議が立ちました。

６月定例議会には、県の施設への指定管理者制度の導入を図る条
例改正案が２０件、市町村合併にともなう廃置分合などの議案が審
議されました。

７月６日の最終日には、反対討論に長谷部議員が立ち、県の社会

福祉施設、教育文化施設への指定管理者制度の導入に反対、当日提

案された人事案件１件を含め１２議案に反対しました。意見書６件

は全会一致で採択されました。党県議団が紹介議員となった請願２

「妊婦健診の無料化を求めることについて （新婦人県本部提件、 」

出 「重度心身障がい者医療費補助事業の『見直し』をやめ、入）、

院給食費を自己負担とすることの撤回を求めることについて 県」（

社保協提出）は継続審査とされました。
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指定管理者制度導入を「３大切りすて」の手段とせず
県の責任で運営を ――― 長谷部県議が反対討論

６月定例県議会報告


